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1.  平成23年5月期第2四半期の連結業績（平成22年6月1日～平成22年11月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年5月期第2四半期 128,731 3.0 3,215 7.8 2,324 1.2 1,024 △27.2

22年5月期第2四半期 124,934 △14.2 2,983 ― 2,296 ― 1,407 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年5月期第2四半期 3.27 ―

22年5月期第2四半期 4.64 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年5月期第2四半期 221,432 48,690 21.6 152.92
22年5月期 218,482 48,320 21.7 151.48

（参考） 自己資本   23年5月期第2四半期  47,920百万円 22年5月期  47,487百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  

 平成23年5月期の期末配当予想額につきましては未定であります。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年5月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年5月期 ― 0.00

23年5月期 
（予想）

― ― ―

3.  平成23年5月期の連結業績予想（平成22年6月1日～平成23年5月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 258,000 0.2 6,400 33.8 4,300 26.8 2,400 17.2 7.66
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(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、四半期決算短信（添付資料）5ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
２．当期の期末配当予想額につきましては、今後の業績動向や経営環境を総合的に勘案し、見通しが得られ次第速やかに開示いたします。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.6「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年5月期2Q 324,596,314株 22年5月期  324,596,314株

② 期末自己株式数 23年5月期2Q  11,223,714株 22年5月期  11,108,632株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年5月期2Q 313,384,061株 22年5月期2Q  303,037,076株
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（参考）個別業績予想
平成23年５月期の個別業績予想（平成22年６月１日～平成23年５月31日）

（％表示は対前期増減率）

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円銭
通　期 4,300 △6.5 50 △4.2 90 △42.6 50 △39.7 0.16

（注）個別業績予想数値の当四半期における修正の有無　有

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
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当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、景気低迷が続く中、政府の景気刺激策等により
一部に景気の持ち直しの動きが見られたものの、急激な円高、慢性的なデフレなど先行き不透明な状況
が続きました。 
建設市場においては、新設住宅着工戸数・非木造建築物着工床面積が、前年に比較して若干回復傾向

にあるものの、依然低水準で推移するなど厳しい状況が続きました。一方、アルミニウム形材の国内市
場は、輸送・電気機器分野を中心に需要が引き続き堅調に推移し、世界同時不況前の状態にほぼ回復し
ました。また、商業施設市場においては、経済対策効果による改装需要もありましたが、引き続き流通
業の投資抑制や店舗の小型化など厳しい事業環境で推移いたしました。 
このような状況の中、当社グループといたしましては、現在、平成24年５月期を最終年度とする中期

３ヵ年経営計画に取組んでおり、黒字体質の定着に向けた構造改革・コスト削減、建材事業の改装・リ
フォーム、環境など重点分野および非建材事業への経営資源の集中を推進しました。さらに、商業施設
事業における中国（上海）拠点での製造・調達および販売の強化、建材やアルミニウム形材のアジア圏
を中心とした海外市場への展開に向けた取組を進めております。 
以上の結果、当第２四半期連結累計期間における連結業績は、売上高1,287億31百万円（前年同四半

期比3.0％増）で増収となり、利益面では構造改革の推進などにより、営業利益32億15百万円（前年同
四半期比7.8％増）、経常利益23億24百万円（前年同四半期比1.2％増）となりましたが、固定資産の減
損損失や売却損などの特別損失の増加により、四半期純利益は10億24百万円（前年同四半期比27.2％
減）と減益となりました。 

  

【建材事業】 

建材事業においては、改装・リフォーム、環境などの重点分野への経営資源の集中および構造改革の
推進によるコスト削減により、売上高970億31百万円、営業利益16億99百万円となりました。 

  

【マテリアル事業】 

マテリアル事業においては、需要環境の改善に加え、高付加価値商品の拡販に努めるなど粗利改善を
行ったことにより、売上高183億23百万円、営業利益10億88百万円となりました。 

  

【商業施設事業】 

商業施設事業においては、改装需要の取り込みを図るとともに、海外調達やＶＥによる調達コストの
削減により、売上高133億22百万円、営業利益６億１百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間末の総資産は2,214億32百万円となり、前連結会計年度末に比べて29億50
百万円増加いたしました。これは、たな卸資産の増加などの影響によるものです。 
負債の部は前受金の増加などにより、前連結会計年度末に比べて25億80百万円増加し、1,727億42百

万円となりました。また、純資産は、前連結会計年度末に比べて３億69百万円増加し、486億90百万円
となりました。これらにより、自己資本比率は21.6％となりました。 

  

今後の見通しにつきましては、企業の設備投資、雇用環境は最悪期を脱したものの大幅な改善は見込
めず、また政府の景気刺激策の終了による個人消費の反動減により、持ち直しの兆しを見せた景気も不
透明感が増し、本格的な景気回復にはまだ時間を要するものと見込まれます。これらの経営環境と上期
に発生した特別損失の影響により、平成22年７月14日に公表いたしました業績予想を修正し、売上高
2,580億円、営業利益64億円、経常利益43億円、当期純利益24億円といたしました。 
  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】 

① 棚卸資産の評価方法 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積
り、簿価切下げを行う方法によっております。 

② 固定資産の減価償却費の算定方法 

一部の連結子会社において、固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算
に基づく年間償却予定額を期間按分する方法によっております。 

③ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

一部の連結子会社において、法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控
除項目を重要なものに限定する方法によっております。 
 また、一部の重要性が乏しく経営環境に著しい変化が発生していない連結子会社は、税引前四半期
純利益に前年度の損益計算書における税効果会計適用後の法人税等の負担率を乗じて計算する方法に
よっております。  
 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。  
 一部の連結子会社において、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降
に経営環境および一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度に
おいて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

【特有の会計処理】 

① 税金費用の計算 

一部の連結子会社において、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に
対する税効果適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて
計算する方法によっております。 

  

会計処理基準に関する事項の変更 

① 資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20
年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号
平成20年３月31日）を適用しております。 
これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益および経常利益はそれぞれ８百万円減少し、税

金等調整前四半期純利益は180百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産
除去債務の変動額は410百万円であります。 

② 企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12
月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研
究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離
等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」
（企業会計基準第16号 平成20年12月26日）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する
適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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３【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 23,791 20,739

受取手形及び売掛金 52,755 51,306

商品及び製品 9,957 10,644

仕掛品 17,311 13,512

原材料及び貯蔵品 2,820 3,202

その他 5,555 5,988

貸倒引当金 △2,799 △2,408

流動資産合計 109,392 102,986

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 31,039 32,091

土地 53,031 54,001

その他（純額） 12,680 13,492

有形固定資産合計 96,751 99,585

無形固定資産   

その他 1,215 1,374

無形固定資産合計 1,215 1,374

投資その他の資産   

投資有価証券 10,054 10,528

その他 7,416 7,501

貸倒引当金 △3,396 △3,493

投資その他の資産合計 14,074 14,535

固定資産合計 112,040 115,496

資産合計 221,432 218,482
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 46,312 44,757

短期借入金 34,686 36,204

1年内償還予定の社債 40 40

1年内返済予定の長期借入金 17,699 18,298

未払法人税等 634 502

引当金 283 218

その他 23,923 21,533

流動負債合計 123,579 121,554

固定負債   

社債 720 610

長期借入金 32,414 32,466

退職給付引当金 5,560 5,355

引当金 20 114

負ののれん 103 137

資産除去債務 413 －

その他 9,930 9,923

固定負債合計 49,162 48,607

負債合計 172,742 170,161

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,000 15,000

資本剰余金 35,569 35,569

利益剰余金 524 △423

自己株式 △2,890 △2,881

株主資本合計 48,203 47,265

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,103 △603

繰延ヘッジ損益 3 28

土地再評価差額金 818 742

為替換算調整勘定 △1 54

評価・換算差額等合計 △282 222

少数株主持分 769 833

純資産合計 48,690 48,320

負債純資産合計 221,432 218,482
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(2)【四半期連結損益計算書】 
 【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 124,934 128,731

売上原価 94,224 97,600

売上総利益 30,710 31,131

販売費及び一般管理費 27,727 27,916

営業利益 2,983 3,215

営業外収益   

受取利息 27 26

受取配当金 97 99

持分法による投資利益 42 34

負ののれん償却額 31 34

その他 640 511

営業外収益合計 839 706

営業外費用   

支払利息 843 887

売上割引 312 310

その他 370 400

営業外費用合計 1,525 1,597

経常利益 2,296 2,324

特別利益   

固定資産売却益 248 22

貸倒引当金戻入額 － 20

その他 63 4

特別利益合計 311 47

特別損失   

固定資産売却損 315 117

固定資産除却損 112 227

減損損失 － 372

投資有価証券評価損 24 67

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 171

特別退職金 194 －

その他 55 21

特別損失合計 702 977

税金等調整前四半期純利益 1,905 1,394

法人税等 466 429

少数株主損益調整前四半期純利益 － 964

少数株主利益又は少数株主損失（△） 31 △59

四半期純利益 1,407 1,024
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,905 1,394

減価償却費 3,168 2,665

減損損失 45 372

特別退職金 194 －

のれん償却額 △20 △23

貸倒引当金の増減額（△は減少） 340 293

退職給付引当金の増減額（△は減少） 528 205

前払年金費用の増減額（△は増加） △44 97

受取利息及び受取配当金 △125 △126

支払利息 843 887

持分法による投資損益（△は益） △42 △34

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 5 67

固定資産除売却損益（△は益） 180 323

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 171

売上債権の増減額（△は増加） 3,182 △1,458

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,055 △2,741

仕入債務の増減額（△は減少） 1,913 1,551

その他 △3,415 3,106

小計 4,602 6,752

利息及び配当金の受取額 124 132

利息の支払額 △886 △899

特別退職金の支払額 △3,126 △2

アルミ地金長期購入契約解約損 △2,442 －

法人税等の支払額 △111 △301

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,840 5,682

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △292 △856

定期預金の払戻による収入 252 655

有形固定資産の取得による支出 △1,166 △1,083

有形固定資産の売却による収入 778 908

投資有価証券の取得による支出 △10 △265

投資有価証券の売却による収入 134 17

貸付けによる支出 △25 △104

貸付金の回収による収入 69 136

その他の支出 △514 △191

その他の収入 486 116

投資活動によるキャッシュ・フロー △285 △666
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,663 △1,514

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △53 △72

長期借入れによる収入 13,715 9,530

長期借入金の返済による支出 △11,182 △10,181

社債の発行による収入 145 123

社債の償還による支出 － △20

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △3 △2

配当金の支払額 △4 △4

少数株主への配当金の支払額 △4 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 947 △2,143

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,185 2,856

現金及び現金同等物の期首残高 16,510 19,900

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 141 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 15,465 22,757
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該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間(自平成21年６月１日  至平成21年11月30日)    

 
  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・販売市場の類似性に基づき、ビル用建材を中心としたビル建材事業・住宅用

建材を中心とした住宅建材事業・店舗用等に関連した商業施設事業およびマテリアルその他事業にセグメ

ンテーションしております。  

   ２ 事業区分の方法 

事業区分の主要製品 

 
  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

ビル建材 
事業 

(百万円)

住宅建材
事業 

(百万円)

商業施設
事業 

(百万円)

マテリアル
その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

33,164 64,045 11,726 15,998 124,934 ― 124,934

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ―

計 33,164 64,045 11,726 15,998 124,934 ─ 124,934

営業利益 181 3,988 471 651 5,293 (2,310) 2,983

事業区分 主要製品

ビル建材事業
ビル用サッシ・ドア、カーテンウォール、パーティ
ション、内外装材など

住宅建材事業
住宅用サッシ・ドア、引戸、網戸、雨戸、インテリ
ア建材、門扉、フェンス、バルコニー、手摺など

商業施設事業
商品陳列棚、システム什器、ディスプレイ什器、シ
ョーケース、サイン、アドフレームなど

マテリアルその他事業
アルミビレット、アルミ形材(輸送関連機器用、電
気・電子関連機器用)、その他
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(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

 当社は、持株会社制を採用しており、親会社の直接出資会社である「三協立山アルミ株式会社」「三

協マテリアル株式会社」「タテヤマアドバンス株式会社」を中心とし、各事業ごとに包括的な戦略を立

案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は「建材事業」「マテリアル事業」「商業施設事業」の3つを報告セグメントとし

ております。  

 「建材事業」は、ビル建材製品・住宅建材製品・エクステリア製品の仕入れ・製造・販売等を行って

おります。「マテリアル事業」は、アルミニウムおよびマグネシウムの鋳造・押出・加工並びにその販

売を行っております。「商業施設事業」は、店舗用汎用陳列什器の販売、規格看板・その他看板の製

造・販売、店舗および関連設備のメンテナンス、プラスチックメッキ製品の製造・販売を行っておりま

す。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自平成22年６月１日  至平成22年11月30日)    （単位：百万円） 

 
（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益の調整額△208百万円には、セグメント間取引消去2,250百万円、たな卸資産の調整額△379

百万円および各報告セグメントに配分していない全社費用△2,079百万円が含まれております。全社費用

は、主として連結財務諸表提出会社の総務部、人事部、財務部など、管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

当第２四半期連結累計期間において、今後の使用が見込めず、取得価額に対する時価が下落している

遊休資産について減損損失372百万円を計上しております。なお、報告セグメントごとの計上額は、建

材事業55百万円、マテリアル事業317百万円であります。 

  

該当事項はありません。 

  

【セグメント情報】

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３建材事業

マテリアル
事業

商業施設
事業

計

売上高

 外部顧客に対する 
 売上高 97,031 18,323 13,322 128,677 54 128,731 － 128,731

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 3,212 12,714 156 16,083 － 16,083 △16,083 －

計 100,244 31,038 13,478 144,761 54 144,815 △16,083 128,731

セグメント利益 1,699 1,088 601 3,389 34 3,423 △208 3,215

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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